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B

B：各目
標値の
達成に
加え、ひ
きこもり状
態の方で
も日常的
に利用
するとい
われてい
るコンビ
ニエンス
ストアと
新たに連
携し、困
りごとを
抱える方
の生活
圏で地
域のネッ
トワーク
を拡充
し、実際
に支援を
行うこと
ができた
ためで
す。

2025年4月から町田
地域に新たに地域
福祉コーディネー
ターを配置し、市内
全域への展開を完
了させ、相談支援
体制を強化してい
きます。また、これ
まで支援を必要とし
ながらも受けられて
いない方に支援を
行うことができるよ
う、困りごとを抱える
方の生活圏での
ネットワークを築き、
ニーズを捕捉して
いきます。

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

地域における
福祉の困りご
と相談支援体
制の強化

地域福祉コーディネーターを配置している堺地域
及び鶴川地域においては、まだまだ必要な支援に
結びついていない方がいると考えられます。そのよ
うな方が地域で日常生活を送るにあたって、どのよ
うな機関や団体その他と接点があるのかについて
考え、連携先を拡充していくことで、支援が必要な
方の情報を丹念に集めていきます。この他、2024
年10月から忠生地域及び南地域に新たに地域福
祉コーディネーターを配置して、地域福祉コーディ
ネーターの相談活動地域を拡大します。
また、地域福祉コーディネーターによる相談活動の
質を向上させることを目的に、関係支援機関等によ
る地域福祉コーディネーターの活動評価を実施し
ます。

①地域福祉コーディネー
ターの配置地域総数

②地域福祉コーディネー
ターの活動に対する関
係支援機関等による評
価

計画
類型

①-1 若者や声の上がりにくいひき
こもり状態の方へのアプローチとし
て、市内のセブンイレブン及びミニ
ストップにおいて、まちだ福祉〇ご
とサポートセンターの周知カードの
設置と、店員の方による住民の見
守りサポートを開始しました。

①-2 2024年10月から忠生地域及
び南地域に新たに地域福祉コー
ディネーターを配置するために、実
施場所の選定及び業者選定など配
置に向けた準備を進めました。

②地域福祉コーディネーターの活
動について、堺地域の民生委員児
童委員や支援センターなどの関係
支援機関へ地域福祉コーディネー
ターの満足度や今後期待すること
などのアンケート調査を実施し、
87.4%の方から概ね評価すると回答
いただきました。

①-1 まちだ福祉〇ごと
サポートセンターの周知
カードのデザインを、桜
美林大学デザイン専攻
の学生の協力をもとに刷
新し、より効果的なものと
します。

①-2 2024年10月から忠
生地域及び南地域にて
事業展開していきます。
また、2025年4月から町
田地域に新たに地域福
祉コーディネーターを配
置するための準備を進
めていきます。

②地域福祉コーディネー
ターの活動について、鶴
川地域の関係支援機関
等に同様のアンケート調
査を実施します。

①-1 市内のセブンイレブン、ミニストップにま
ちだ福祉〇ごとサポートセンターの周知カー
ドの設置を進めるとともに、周知をより効果的
なものとするため、2025年度から配布予定の
カードについて、桜美林大学デザイン専攻の
学生の方々にデザインしていただきました。作
成にあたっては、ひきこもり当事者の支援団体
のご意見を伺いました。

①-2 2024年10月から忠生地域及び南地域に
新たに地域福祉コーディネーターを配置し、
相談活動地域を拡大しました。また、2025年4
月から町田地域にて事業展開するために、実
施場所の選定及び業者選定など配置に向け
た準備を進めました。

②地域福祉コーディネーターの活動につい
て、堺、鶴川地域の民生委員児童委員や支
援センターなどの関係支援機関等へ満足度
や今後期待することなどのアンケート調査を
実施し、堺では87.4%、鶴川では100％の方か
ら概ね評価すると回答いただきました。

①4地域

②地域福祉
コーディネー
ターの活動効
果を概ね評価
すると回答し
た関係支援機
関等の割合
87.4％（堺地
域）・100％（鶴
川地域）

①4地域（忠生
地域及び南地
域追加）

②地域福祉
コーディネー
ターの活動効
果を概ね評価
すると回答し
た関係支援機
関等の割合
80％（堺地
域）・80％（鶴
川地域）

※鶴川地域に
ついても実施
することとなっ
たため、目標
値に加えまし
た。

○

部課名 地域福祉部福祉総務課

課の使命

・誰もが安心して地域で暮らし続けることができるように支援します。
・地域住民が地域の課題を解決するための仕組みを構築できるように支援します。
・近年顕在化してきている複雑化・複合化した福祉課題を抱えた地域住民へ迅速かつ効果的な支援を行うため、地域の身近な相談支援の体制づくりを推進します。
・地域福祉活動への協力者が、円滑に活動できるようサポートします。
・部署・部内連携を促進し、部内各課が適切かつ円滑に業務を遂行できるようサポートします。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

市内全域で個別避
難計画の作成を着
実かつ早期に進め
る必要があります。
そのため福祉専門
職等の計画作成支
援者や地域関係者
をはじめとする避難
支援者と協力体制
をさらに強化してい
きます。

・鶴川地区の対象者へ計画様式等
を送付し、作成を推進しました。

・作成期限までに未回答の対象者
に対して計画を作成できない理由
等のアンケート調査を実施・分析す
ることで、計画作成の更なる促進を
図りました。

・福祉や医療等の専門
職、町内会・自治会や民
生委員・児童委員協議
会などに計画作成への
協力を依頼します。

・鶴川での計画作成の取
組から出た課題を整理
し、様式、説明書類等の
見直しを行い、取組ス
キームを整備します。

・福祉専門職、町内会・自治会などに計画作
成への協力を依頼しました。また、障がい者の
当事者団体の研究会や高齢者支援センター
主催の研修会で、個別避難計画について、
市の取組状況を紹介し、事業の周知を図りま
した。

・鶴川地区で56件の計画を作成しました。計
画作成を通じて得られた課題を踏まえ、説明
書類等の見直しを行いました。さらに、計画作
成を推進するために、個別避難計画の取組
自体を広く周知することや、対象者へ計画作
成を直接的に働きかけることを重点的に行う、
次年度のスキームを整備しました。

取組スキーム
の整備完了

2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

市民後見人育
成の推進

市民感覚・目線を大切にしたきめ細やかな後見活
動を行う市民後見人の登録に向けて、実務者研修
を行います。また、成年後見制度の利用支援に関
する先進的な取組についてＰＲを行い、市民後見
人の登録者数及び受任件数の増加に繋げます。

第6期実務者研修修了
者数

20人 ○

・第6期実務者研修では、グループ
ワークを中心とした講義を実施し、
23人が研修課程を修了しました。

・町内会・自治会へ成年後見制度
の普及啓発チラシを配布し、町田
市の取組についてＰＲを行いまし
た。

・市民後見人の育成とともに、市民
後見人登録者に対して後見実務等
に関するフォローアップ研修を行う
など、受任に向けた支援も行いまし
た。2024年9月末時点で、多摩26市
の中で最多となる延べ79件を受任
しています。

・実務者研修修了者が
市民後見人に登録でき
るよう実習活動の支援を
行います。

・引き続き、市民後見人
登録者に対して受任に
向けた支援を行います。

・2025年度から実施する
第7期市民後見人育成
研修の準備を行います。

・市民向け成年後見制
度講演会を実施するとと
もに、先進自治体である
町田市の取組につい
て、広報課と連携しメ
ディアを通じて広くＰＲを
行います。

・後見人の役割を想定した実習活動では、後
見実務に関する助言等の支援を行い、市民
後見人の登録に向けた取組を進めました。

・市民後見人登録者に対して後見実務等に
関するフォローアップ研修を行うなど、引き続
き受任に向けた支援を行いました。2025年3
月末時点で、多摩26市の中で最多となる延べ
81件を受任しています。

・研修カリキュラムの見直しや募集要項の作成
など、第7期市民後見人育成研修の準備を進
めました。

・寸劇を用いて楽しく学ぶ市民向け成年後見
制度講演会を実施しました。また、広報課と連
携し、先進自治体である町田市の取組につい
て複数のメディアに情報提供を行いました。

23人 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

市民後見人登録者
を確実に受任につ
なげていくため、引
き続き、後見実務に
関する研修の実施
等の支援を行い、
受任に向けた不安
を払拭していきま
す。また、市民後見
人登録者・受任者
をさらに増やすた
め、先進的な取組
について、今後も積
極的にPRを行いま
す。さらに、高齢化
や親なき後の問題
による制度利用の
需要拡大を見据
え、社会福祉法人
等による後見人の
受任について研究
を進めます。

3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

避難行動要支
援者の避難支
援体制整備

鶴川をモデル地区として個別避難計画作成の優先
度が高い方の作成を推進します。
また、2025年度から町田市全域に取組を展開する
ため、モデル地区での取組を踏まえて、より効率
的・効果的な手法で町田市版の取組スキームを整
備します。

個別避難計画作成の取
組スキームの整備

モデル地区で
の計画作成の
取組を踏まえ
て取組方法や
様式等を見直
し、町田市版
の個別避難計
画の取組ス
キームを整備

○



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

6

事
務
事
業
見
直
し

オンライン会
議の実施によ
る業務効率化
／事務事業見
直し24-26

成年後見制度利用支援事業における業務委託先
との定例会議をオンラインにて実施し、移動時間を
削減することにより業務効率化を図り、時間外勤務
時間数を削減します。

成年後見制度利用支援
事業における業務委託
先との定例会議にかかる
移動時間

0時間（2023年
度比100％減）

○

業務委託先との調整により定例会
議をオンライン化しました。これに伴
い、移動時間を26時間削減しまし
た。

引き続き、定例会議をオ
ンラインで実施し移動時
間を削減することにより、
効率的に業務を遂行し、
時間外勤務時間数の削
減につなげます。

定例会議をオンラインで実施し、移動時間に
ついて下半期は24時間、年間で50時間削減
しました。また、削減時間を他の業務に充てる
ことにより、時間外勤務時間数の削減につな
げました。

0時間 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

引き続き、デジタル
ツールを活用した
業務効率化を進め
るとともに、対面会
議の有効性を含
め、 性質に合わせ
た適切な会議形式
について検討して
いきます。

5

個
別
計
画

心のバリアフ
リーの普及啓
発によるユニ
バーサル社会
の推進／「障
がい者への差
別を解消し共
生社会の実
現」に向けた
取組

心のバリアフリー※の普及啓発のために作成して
いるハンドブックについて、「障害の社会モデル」を
踏まえた考え方の理解促進のため、改定を行いま
す。改定に当たっては、小学生4年生以上を対象と
している冊子のため、子どもたちが内容を適切に理
解できるよう、作成途中の段階で小学校等でのヒア
リングを実施します。
併せて、情報バリアフリーハンドブックについても、
昨今のデジタルツールの急速な普及などの社会環
境の変化に対応するため、改定を行います。

※人々の意識に根差している、高齢者、障がい者
等への差別や偏見、先入観などに気づき、社会が
作り出している障壁（バリア）の問題点を理解し、互
いの人権や尊厳を尊重するように心のバリアを取り
除くこと

①心のバリアフリーの認
知度

②ハンドブックの改定

①40％以上

②改定

○

①心のバリアフリー認知度向上の
ため、クイズ形式で心のバリアフ
リーに関する情報を8月から週に1
回計14回X（旧：Twitter）を活用し、
発信した結果、より多くの方に閲覧
いただきました。

②-1 心のバリアフリーハンドブック
改定にあたり、5月に鶴間小5年生
89名を対象に内容のヒアリングを実
施したほか、9月に子どもセンター5
箇所で小学生を対象にヒアリングを
行いました。

②-2 情報バリアフリーハンドブック
改定にあたり、5月に町田市内事業
者に内容についてのアンケートを
実施し、10事業者からご意見をい
ただきました。

②-3 両ハンドブック改定について
の市民意見募集を9月に実施しまし
た。

4 -

市民の身近な
相談先となる
地域福祉の担
い手のあり方
の課題整理

地域の身近な相談・支援の担い手である民生委
員・児童委員のあり方について、大学と共同で研究
を行います。

大学との共同研究経過
報告

中間報告 ○

・上半期では計3回の研究委員会を
開催し、地域コミュニティのあり方に
ついての検討を進めました。

・1万人の市民に対してアンケート
調査を実施しました。当初予定にな
かったWebでの回答フォームを作
成する等、回答率アップに向けた
工夫も行った結果、あわせて3,420
件の回答を得ることができました。

・民生委員定例会や社会福祉協議
会、地区協議会等、さまざまな地域
コミュニティの担い手にインタビュー
調査を実施しました。

・引き続き、研究委員会
を通じて地域コミュニティ
のあり方について検討
し、年度末の中間報告の
準備を進めるとともに、次
年度の成果報告に向け
た検討を行います。

・研究のエビデンスのひ
とつとするため、アンケー
ト調査の集計・分析を進
めます。

・引き続きインタビュー調
査を実施し、地域コミュニ
ティの実態の把握を進め
ます。

・1万人の市民に対して実施したアンケート調
査の集計・分析を進め、中間報告の研究の基
礎データとして活用しました。

・上半期にインタビューした団体に加え、青少
年健全育成地区委員会やまちだ福祉○ごと
サポートセンター等、さらなるインタビュー調査
を実施し、地域コミュニティの実態の把握を進
めました。

・上記を踏まえ、研究委員会を通じて地域コ
ミュニティのあり方について検討し、中間報告
を行いました。

中間報告 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

今年度の研究内容
を踏まえ、研究最
終年度である次年
度には全体成果を
報告します。引き続
き、研究委員会を
通じて地域コミュニ
ティのあり方につい
て検討し、次年度
の成果報告に向け
た検討を行います。

B

B:心のバ
リアフ
リーの認
知度が
目標数
値を上
回ったほ
か、認知
度向上
の取組と
して、当
初の予
定にはな
かった、
初の試
みである
市民向け
庁内バリ
アフリー
ツアーを
実施した
ためで
す。

・更に心のバリアフ
リー認知度を上げる
ため、改定したハン
ドブックを用いなが
ら、学校や町田市
社会福祉協議会な
どと連携し、子ども
たちへの啓発を行
います。併せて、情
報バリアフリーハン
ドブックを活用し、
民間事業者向けの
勉強会等を実施し
ます。
・心のバリアフリー
の意識を市民・事
業者ともに醸成して
いくため、バリアフ
リーツアーをはじめ
引き続き民間事業
者と連携した啓発
内容について検討
します。

①-1 引き続き、心のバリ
アフリーの認知度を向上
させるための活動とし
て、1月にFC町田ゼルビ
アと協働して庁内バリア
フリーツアーを実施しま
す。そのほか各世代に訴
求する事業について検
討を行います。

①-2 2月に町田ちょこっ
とアンケートを実施し、心
のバリアフリーの認知度
を調査します。

②実施したヒアリングと市
民意見をもとに、3月に両
ハンドブックを改定しま
す。

①-1 初の試みとして、1月にFC町田ゼルビア
及びNPO法人町田ハンディキャブ友の会との
協働のもと、庁内バリアフリーツアーを実施
し、14名の参加者全員が「参加して、バリアフ
リーの意識が高まるいい機会になった」と評価
をいただきました。また、11月のまちカフェ参
加や2月の民生委員説明会など市民へ向け
て心のバリアフリーの普及啓発活動を行いま
した。

①-2 心のバリアフリー認知度向上のため、ク
イズ形式で心のバリアフリーに関する情報を8
月から週に1回計45回X（旧：Twitter）を活用
し、発信しました。フォロワー数は162人（前年
度比66％増）となり、より多くの方に閲覧いた
だいた結果、心のバリアフリーの認知度は
45.7％（前年度比9％増）となりました。

②-1 心のバリアフリーハンドブックについて、
5月に鶴間小5年生89名を対象に、内容のヒア
リングを実施したほか、9月に市民意見募集と
子どもセンター5箇所で小学生を対象にヒアリ
ングを行い、3月に町田市福祉のまちづくり推
進協議会の答申を受け、改定しました。

②-2　情報バリアフリーハンドブックについ
て、5月に町田市内事業者に内容についての
アンケートを実施し、10事業者からご意見をい
ただいたほか、9月に市民意見募集、3月に町
田市福祉のまちづくり推進協議会の答申を受
け、改定しました。

①45.7％

②改定



順
位

進
捗
状
況

評
価

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

都内では障がい分
野において、通報
による随時対応案
件が増加していると
いった新しい傾向
があります。年間計
画に沿った実地指
導を行いつつ、こう
した状況の変化に
も対応するため、効
率的に実地指導を
行っていく必要があ
ります。

2 -

病児保育事
業、私学助成
幼稚園の実地
指導に向けた
体制整備

新規分野として、2024年度から実地指導を開始す
る病児保育事業、2025年度から実地指導を開始す
る私学助成幼稚園について、指導現場で検査員が
使用するチェックシート等を作成します。

検査員用チェックシート
の作成

完了 ○

・7月までに、病児保育事業の実地
指導に必要な基準上の項目を精査
しました。

・7月に病児・病後児保育連絡会に
出席し、病児保育事業を実施して
いる事業所に実地指導の確認項目
を説明しました。

・12月中に病児保育事
業検査員用チェックシー
トを完成させ、2025年1月
にチェックシートを使用し
て実地指導を開始しま
す。

・2月、3月に私学助成幼
稚園のチェックシートを
作成予定です。

・併せて、10月に幼稚
園・認定こども園説明会
（私学助成幼稚園を含
む）にて実施する集団指
導で、2024年度の法改
正の内容や文書指摘と
なった項目を説明するこ
とで、実地指導の理解を
深めていただきます。

検査員用チェックシート2種類のうち、病児保
育事業用については、12月に完成し、実際に
1月から使用を開始しました。もう1種類の私学
助成幼稚園用についても、2025年度からの使
用予定に合わせて、2024年度内に完成しまし
た。

並行して、チェックシートを使用しての実地指
導がスムーズに行えるよう、病児保育事業の
事業者や私学助成幼稚園に対して、実地指
導についての説明を行いました。

完了 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

チェックシートの内
容は、実際に実地
指導で使用した結
果を踏まえて、必要
に応じて改定を
行っていきます。

1 -

社会福祉法人
及び福祉サー
ビス事業者等
が適正に運営
できるような指
導助言の実施

社会福祉法人及び福祉サービス事業者等が、法
令や通知等の基準を遵守されているか確認するた
めの実地指導を行います。
社会福祉法人及び福祉サービス事業者が遵守で
きていない項目を文書で指摘し、改善を促すこと
で、質の高い福祉サービスの提供に寄与します。

文書指摘の年度内改善
率
（2024年度中に文書指
摘した法人又はサービス
のうち、2024年度中に改
善した割合。改善報告期
限が未到来のものを除
く）

計画
類型

・9月末までに改善報告期限を迎え
た（7月末までに社会福祉法人及び
福祉サービスに対し実地指導を
行った）文書指摘の改善率
66.7%
（文書指摘36事業、改善済24事業）

・報酬改定により文書指摘の件数
が増加したことや、事業所が文書指
摘の改善に時間を要したこと等の
ため、改善率は2023年度の上半期
（78.7%)に比べ低くなりました。

※実地指導した事業の総数は7月
末までに71事業、9月末までに116
事業。

・引き続き、法人や事業
者が法令や通知等の基
準を遵守し、適正に運営
しているか実施指導で確
認します。
・文書指摘を行った福祉
サービス事業者に対し、
改善を速やかに行うよう
フォローしていきます。
・併せて、早期に改善を
報告するよう促していき
ます。

文書指摘を行った福祉サービス事業者に対し
て、より具体的な改善方法を案内したり、改善
報告書の提出を促す電話等の連絡を頻回に
行うなどフォローを重ねました。結果、改善が
速やかに行われ、同じ期間内に前年度以上
の改善率となり目標値を達成しました。

95.0%

95.0%

【参考】
改善報告期限
未到来のもの
も含めた文書
指摘改善率：
86.4%　(2023
年度)

○

部課名 地域福祉部指導監査課

課の使命 社会福祉法及び介護保険法等の関係法令に基づき、社会福祉法人や福祉サービス事業者等に対して適正な運営ができるよう指導・助言・支援を行うことで、利用者が安心してサービスを利用できることを目指します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

①2024年度におい
て、4つの各分野に
違いがあり、それぞ
れに適した形で対
応する必要があるこ
とを課題として認識
しました。この課題
を踏まえ、2024年
度に実現した効率
化を応用し、2025
年度は障がい以外
の1分野の効率化
に取り組みます。
障がい分野につい
ても、年間を通じた
運用を確認し、さら
なる効率化を検討
します。

②引き続き、ペー
パーレス化に加え
て、①と合わせて取
組むことで、2025年
度は2023年度比
20%減を目指しま
す。

①今年度に効率化達成目標の1分
野において、実地指導の際にノート
PCを持参して試験的運用を開始し
ました。
運用の検証の結果、デジタル化に
向け各種様式を改定する必要があ
ることや、実地指導場所の電波環
境によってはノートPCが使用できな
い場合があること等が明らかになり
ました。
併せて、指導監査資料や改善報告
資料のペーパーレス化等も進めて
います。

②上記①の取組みの他に、事業所
から提出される書類のデータでの
提出を促す等によりペーパーレス
化を進めました。
それ以外の保存書類も、可能なも
のは紙からPDF化する等により、保
存量を4％削減できました。

①運用の検証結果を踏
まえ、デジタル化に適し
た様式に改定してペー
パーレス化を進め、業務
を効率化していきます。
※ノートPCが使用できな
い場合も想定し、予備的
な紙での使用にも配慮し
た改定を行います。

②引き続き、ペーパーレ
ス化等を進め、年度目標
の達成を目指します。

①目標のとおり、1分野において実地指導の
際にノートPCを使用することにより、これまで
必要だった事務プロセスの削減に成功し、効
率化することができました。
それ以外の部分でも、実地指導当日以外の
事務についても、ペーパーレス化や、様式の
見直しや統合等により、同じく事務プロセスを
削減して効率化できました。

②①のデジタルツール活用と合わせて取り組
んだ障がい分野においては、2024年度単年
度だけで、2023年度から2割以上の紙文書保
存量を削減出来ました。
障がい以外の3分野においても、細かなものも
含めて紙での文書保存要否を見直しに努め
ました。
その結果、課全体で紙文書の保存量を2023
年度から10%削減でき、目標値を達成しまし
た。

①1分野での
効率化達成

②10%減

3

事
務
事
業
見
直
し

指導監査業務
のデジタル化
による効率化

より効率的な指導監査が行えるよう、デジタルツー
ルを導入していきます。
また関連して、課での印刷量の見直し、事業者から
提出される書類の見直し等により、執務スペースの
狭隘化も解消します。

①デジタルツール等の
活用により効率化を行っ
た指導監査の分野数
（全4分野：法人、介護、
障がい、児童）

②執務スペースの保存
書類の量（2023年度比）

①1分野での
効率化達成

②10%減

○



順
位

進
捗
状
況

評
価

A

A:当初の
目標を大
幅に上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

引き続き、引きこもり
等の方でも参加が
しやすいセミナーの
企画や優良な就労
体験先の維持・開
拓を継続して行うこ
とで自立に向けた
支援を行います。
加えて就労者の退
職を防ぎ自立した
生活を継続してもら
うための定着支援
を積極的に行いま
す。

1 -

生活困窮者等
に対する就労
に向けた支援
の充実

生活困窮者等のうち、すぐに就労や自立が困難な
方に、ボランティア体験や就労体験の場等を提供
し、働くことの大切さや喜びを体験してもらうことで、
本人の就労意欲や就労能力を高めます。
また、ＮＰО法人や民間企業、ハローワーク、保健
所などと分野横断的な連携を強化することで就労
実績に繋げ、生活困窮者等の安定した自立に向け
た支援を行います。

就労準備支援事業を経
た就労者数

計画
類型

ダリア園等での活動に加え、新たに
動物飼育に関するボランティアを開
始するなど、計14回のボランティア
活動を実施し、83人の方に参加を
いただきました。
また、これから就職活動を行う方向
けに、ビジネスマナー等に関するセ
ミナーを3回実施し、対象者60人の
内20人の方に参加をいただきまし
た。
結果、上半期における就労準備支
援事業を経た就労者数は5人となり
ました。

・引き続き、ボランティア
活動や、就職活動に役
立つセミナー等の講座を
実施します。
・これから就職活動を行
う方のうち、まだセミナー
等に参加をしていない方
を対象に、電話や手紙、
訪問によるアプローチを
積極的に行い、より多く
の参加を促し、参加者の
就労に関する意欲や能
力を高めていきます。

支援を充実させるために、自立支援策を日常
生活・社会生活・就労の三段階に分類し、対
象者のニーズにあった支援を実施しました。
・日常生活の自立支援策として、基本的な生
活習慣に課題がある方にはフリースペースを
設置し、個々に応じて生活習慣や健康改善
へのアドバイスを行い延べ1,200人の方が利
用しました。
・社会生活の自立支援策として、社会との関り
を繋ぎ直し就労に結び付くような内容とするた
め、事業者と共に検討しセミナーの種類を増
加・充実させました。結果としてボランティア活
動32回、料理体験2回、運動活動9回、就職
活動に役立つセミナー等70回を実施しまし
た。
・就労自立支援策として、就労に向けた基礎
的技法及び知識の習得や体験の支援を行い
ました。2024年度から市とハローワークが毎月
開催している支援調整会議にＮＰＯ法人が参
加をすることにより、利用者ごとにどのような職
種・職業が良いかなどの支援方針をより明確
にして求職活動の支援を行うことができまし
た。
なお、対象者への支援が途切れないように電
話やメールもしくは訪問により生活状況の把
握に努めました。
特に就労支援策における個別の支援方針を
具体的に行ったこと、昨年度の実績や課題を
踏まえてより良く効果を上げるために事業者
や関連機関と密な連携を取り協同した結果、
2024年度における就労準備支援事業を経た
就労者数は21人となりました。
また、就労後も、電話や面談など月1回のアフ
ターフォローを行い、就労の定着に向けた支
援を行いました。

21人8人 ○

部課名 地域福祉部生活援護課

課の使命
・最低限度の生活を保障するために、困窮の程度に応じ、必要かつ適正な保護等の支援を行い、自立を助長します。
・生活困窮状態にある方に対し、生活保護に先立つセーフティネットとして、相談者が目指す生活の実現を支援します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

情報セキュリティ外
部監査では不適合
となる指摘事項は
なかったものの、観
察事項として以下
の項目が検出され
たため、最新の情
報セキュリティポリ
シーを確認し、対応
を検討します。
①情報資産管理台
帳の見直し
②実施手順の見直
し
③委託事業者への
情報セキュリティポ
リシーの伝達
④レセプト端末利
用者ID名簿の作成
⑤特定個人情報取
扱区域の明示

4月に各係の情報セキュリティ担当
者向け研修を行い、係内で行う教
育研修の内容について共有しまし
た。また、月ごとに決められたテー
マに沿って9月までに各係5回の研
修を実施し、計画通りに取り組みを
進めることができました。
その結果、職員の意識は着実に向
上し7月の外部監査では印刷物が
長時間放置されているなどの「職員
の意識に関わる指摘事項」はなく、
一定の成果を得られています。

9月に行われた「監査結
果の事実確認」を受け
て、再度10月に情報セ
キュリティ担当者向け研
修を実施し監査結果を
共有します。下半期にお
いても各係5回の研修を
実施して引き続き情報セ
キュリティ意識の維持・向
上を図ります。

各係に情報セキュリティ担当者を置いて係ご
とに研修を実施（年間で合計10回）すること
で、職員の情報セキュリティ意識の維持・向上
に努めました。
その結果、7月に行われた情報セキュリティ外
部監査での指摘事項は0件を達成し、十分な
成果を得られました。

0件

2 -
生活保護受給
者に対する支
援の充実

生活保護受給者の生活状況を把握し、各個人に
合った支援を実施するため、以下の活動に取り組
みます。
・受給者世帯の特性に応じた重点訪問期間を設定
し、適切な指導･指示を行います。
・各ケースワーカーが訪問計画を作成し、課内に共
有します。
・毎月、各ケースワーカーの訪問率を算出し、課内
で情報共有を図ります。
・訪問率向上に向けた定期訪問聞き取り項目リスト
を作成し、訪問時に活用します。

訪問計画に沿った訪問
率

80% ○

訪問計画の作成を2024年4月中に
完了しました。
訪問計画については、各係長を中
心に月次で訪問状況を確認して、
その結果を課内で共有しました。
訪問にあたっては、各ケースワー
カーが事前に聞き取る内容を準備
して、効率的な訪問を実施すること
ができました。また、重点訪問期間
中に年金受給世帯を訪問し適切な
案内をするなど、支援の質を高める
ことができました。
上記の取組の結果、訪問率につい
ては、上半期(9月末時点)で41.3%
を達成しました。

上半期に引き続き、各係
長を中心に訪問状況を
確認しながら、訪問計画
に沿った訪問を実施しま
す。
これらを継続実施するこ
とにより、受給者世帯毎
に必要な手続きを案内
することが出来ます。必
要があれば支援の見直
しを行いつつ、年間目標
値の達成を目指します。

・各ケースワーカーは、受給者世帯の特性に
応じて重点訪問期間を設定した訪問計画に
沿って、訪問を行いました。年金額改定時の
年金受給世帯、手当額変更や進学状況確認
時期の子育て世帯など、保護受給世帯が必
要とする時期に重点的に訪問したことで、適
切な指導・指示および助言を行うことが出来ま
した。
・各ケースワーカーが訪問時に聞き取る内容
を事前に準備することにより、1世帯あたりの訪
問時間の短縮など効率的な訪問を実施するこ
とが出来ました。
・毎月、各ケースワーカーの訪問率を算出し
課内で情報の共有を図りました。訪問への意
識が高まったことや、効率的な訪問を実施し
たことで、訪問率は83.9％となり目標の80％を
超える実績を達成しました。

83.9% C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

・訪問直前でのキャ
ンセルなど様々な
要因で、各ケース
ワーカーが家庭訪
問を実施しようと試
みても訪問に至ら
ない世帯がありま
す。保護受給者に
は家庭訪問の必要
性を根気よく説明
し、訪問を実施しま
す。
・2024年度に引き続
き、受給者世帯の
特性に応じた訪問
計画を作成し訪問
します。適切な時期
に訪問を実施し必
要な手続きを案内
するなど、保護受給
世帯の自立に向け
た援助を継続しま
す。

3 -
情報セキュリ
ティ意識の維
持・向上

2022年度の情報セキュリティ外部監査で7件の指摘
事項を受けました。その中にはプリンタに出力した
印刷物が長時間置かれたままになっているなどの、
職員の意識に関わる指摘が多く含まれていたこと
から、各職員の情報セキュリティ意識の維持・向上
を図るため、以下の活動に取り組みます。
・各係に情報セキュリティ担当者を１名ずつ配置し、
生活援護課で実施する情報セキュリティ担当者研
修を受講します。
・情報セキュリティ担当者は、研修で受講した内容
を係内で共有する教育研修を、月ごとのテーマに
沿って実施します。

2024年度情報セキュリ
ティ外部監査における指
摘事項数

0件 ○



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

4

事
務
事
業
見
直
し

町田市生活資
金貸付事業の
要否判断

社会情勢や制度の利用実績、関係団体の貸付制
度等を考慮し、町田市生活資金貸付事業の継続も
しくは廃止の要否判断を行います。

要否の決定 決定 ○

他制度や利用実績の確認を行い、事業の廃
止を決定しました。
決定後は、廃止条例の公布に向けた手続きを
スケジュール通りに実施し、公布後は課の
ホームページで事業の廃止及び関係団体の
貸付制度を周知しました。

決定 C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

引き続き、生活資
金を必要としている
方へは生活困窮者
自立支援制度の住
居確保給付金や社
会福祉協議会の生
活福祉資金貸付制
度を案内します。

他制度や利用実績の確認を行い、
事業の廃止を検討しています。
現在は、資金の利用目的や貸付上
限額の面で利用しやすいという理
由から、生活困窮者自立支援制度
の住居確保給付金や社会福祉協
議会の生活福祉資金貸付制度が
活用されています。
町田市生活資金貸付事業は2018
年度から2024年度上半期(9月末時
点)まで利用実績がありません。

廃止条例の公布に向け
た手続きをスケジュール
通りに実施します。公布
後は課のホームページ
等で事業の廃止を周知
します。



順
位

進
捗
状
況

評
価

部課名 地域福祉部障がい福祉課

課の使命
・サービス提供事業所、医療機関等と連携して、障がい者の生活の質を維持・向上させるために支援します。
・相談しやすい体制を充実することで、安心して地域で生活が送れるよう支援します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

①差別解消の施策を障がい者プラ
ンと連動した効果的な取り組みの
推進が図れるよう「町田市障がい者
施策推進協議会」が「障害者差別
解消法」に基づく「障害者差別解消
支援地域協議会」の機能を兼ねる
とする整理を行いました。

③小学校、町田商工会議所、地域
ネットワーク会議等で出前講座を計
16回実施しました。また、指標の設
定に向け、ちょこっとアンケート実施
の準備を進めました。

②2024年12月に「町田
市障がい者施策推進協
議会」を開催し、差別解
消に向けた取組みの検
証・見直しの協議を行い
ます。

③引き続き、出前講座を
実施します（年度合計30
回）。また、12月の「障害
者週間」に合わせ、条例
の普及啓発を目的とした
パネル展示や講演会を
行います。さらに、「ちょ
こっとアンケート」を2024
年12月に行い、条例の
認知度の把握をした上
で、目指すべき指標の設
定をします。

①「障害者差別解消支援地域協議会」の設置
については、「町田市障がい者施策推進協議
会」がその機能を兼ねることとしました。
これにより、差別解消の施策を「町田市障がい
者プラン」と一体的に進捗管理し、プランと連
動した効果的な差別解消の取組みを推進し
ていきます。

②2024年12月に開催した「町田市障がい者
施策推進協議会」や、「市民参加型事業評
価」の機会を活用し、差別解消に向けた取組
みの検証と見直しの協議を行いました。

③子どもセンター、町田商工会議所共催の障
がい者雇用セミナー、二十祭まちだ等、計45
回出前講座等の普及啓発を実施し、多くの方
に条例の趣旨に触れていただく機会を設けま
した。
また「ちょこっとアンケート」により、条例の認知
度について調査を行いました。その結果、条
例の認知度（「条例が施行されたことも内容に
ついても知っている」と回答した方の割合）は
10.8％でした。この結果を受け、条例の認知
度を指標として設定し、前年度を超える認知
度を目指すこととしました。

①設置

②協議の実施

③45回

①設置

②協議の実施

③10回30回
※上半期で目
標値を達成し
たため上方修
正しました。

○ B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

出前講座等は多く
実施したものの、条
例の認知度は
10.8％であり、さら
なる周知啓発が必
要であることが分か
りました。
より広く市民に周知
ができるよう、「市民
参加型事業評価」
の改善プログラムを
活用し、効果的な
方法や対象者を検
討しながら、条例と
障がい理解の周知
啓発や理解促進に
取り組みます。

2

個
別
計
画

孤立障がい者
対策の推進

①サービスを利用しなくなった障がい者を対象に実
態把握調査と相談支援を実施します。

②継続的な関わりが必要な方に対して相談支援を
実施し、そこで得られたデータベースの効果的な
活用方法を検討していきます。

①調査対象の抽出、調
査と相談支援

②相談支援の実施及び
データベースの効果的
な活用方法の検討

①実施

②実施及び検
討

○

①障害福祉サービスの利用申請を
しているにも関わらず、実際には
サービスを利用していない55名を
調査対象として抽出しました。

②2023年度までの調査によって継
続的な相談支援が必要と思われる
32名のうち、18名についてには訪
問や電話にて状況確認や困りごと
などの相談支援を行いました。
データーベース化した相談支援対
象者に関する情報の効果的な活用
方法を検討した結果、どの職員も
情報にアクセスして、緊急対応や相
談支援に活用できるようにしまし
た。

①2024年度新たに抽出
した55名の調査対象者
に、書面、電話、訪問に
よる調査を行います。

②継続的な相談支援が
必要な残りの14名の対
象者については、訪問
や電話にて、親なき後の
不安軽減や、緊急時の
相談先などについて相
談支援を継続して行いま
す。
これまで蓄積したデータ
ベースの情報を基に孤
立化に至る傾向を把握し
て、今後の孤立防止対
策に活用していきます。

①2024年度新たに抽出した調査対象者55名
に対して、10月から調査を行いました。孤立化
のリスクが高いとみられる方18名に対しさらに
詳細な調査を行い、電話や訪問で本人の状
況と意向を確認しました。7名について相談支
援の必要性が把握できたため、次年度以降も
継続的に相談支援を行うことを決定しました。

②継続的な相談支援が必要な対象者につい
ては、上半期に18名、下半期に14名に対し訪
問や電話にて、親なき後に向けたサービスの
利用案内や、緊急時の相談先などについて
相談支援を行いました。
また、これまで蓄積したデータベースの情報を
分析した結果、障害者手帳の種別、障がいの
程度等で孤立化に至る傾向が把握できたた
め、今後の孤立防止対策への活用方法を検
討しました。

①実施

②実施及び検
討

C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

8050世帯の孤立化
傾向が強く、世帯
全体に対する重層
的な支援が必要な
場合が多いため、
他機関と連携した
継続的な調査と支
援を行います。

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

「障がい者へ
の差別を解消
し共生社会の
実現」に向け
た取組

①「（仮称）障がい者差別解消支援協議会」を設置
します。

②差別解消に向けた取組みの検証・見直しの協議
を行います。

③「町田市障がい者差別をなくし誰もがともに生き
る社会づくり条例」の普及啓発に向けて、出前講座
を実施するとともに、現状の把握と目指すべき指標
を定めます。

①会議体の設置

②差別解消に向けた取
組みの検証と見直しの協
議

③出前講座の実施回数



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

3

個
別
計
画

障がい者支援
センターの円
滑な運営の支
援

障がい者支援センターのサービス品質の向上や関
係機関との連携の強化のため、各地域障がい者支
援センター等が一同に会する業務研修会、事例検
討会、地域生活支援拠点連絡会を開催します。

①業務研修会開催回数

②事例検討会開催回数

③地域生活支援拠点連
絡会の開催回数

①6回

②14回

③2回

○ C

C:目標
水準を達
成したた
めです。

8050など重層的な
支援が必要な場合
が多いことが把握
できたため、今後も
地域生活支援拠点
連絡会を継続的に
実施するなど、緊急
時等連携した支援
体制の整備を図り
ます。
また、関係機関との
連携強化をテーマ
にした事例検討会
や他分野の知識を
習得するための業
務研修会を実施す
るなど、支援力の更
なる向上を図りま
す。

4

事
務
事
業
見
直
し

業務のデジタ
ル化

①事務・業務の効率化及びサービス向上のため、
新たな窓口発券機の導入を検討します。

②サービス向上のため、視覚障がい者に向けた音
声コード「ユニボイス」付き案内を拡充します。

①新たな窓口発券機の
効果検証

②音声コード「ユニボイ
ス」付き案内の拡充

①導入時期の
確定

②3件以上

◎

①新たな窓口発券機の導入が2025
年2月に決定しました。

②ユニボイス版の障がい者サービ
スガイドブックの他、「町田市障がい
者差別をなくし誰もがともに生きる
社会づくり条例」の紹介冊子（概要
版・わかりやすい版）、障がい福祉
課発送の封筒に音声コードを付
け、計3件のユニボイス付き案内を
作成しました。

①2月の導入に向け、新
たな窓口発券機のデジ
タル機能を精査して、障
がい福祉課での効率的
な運用方法を検討しま
す。また、導入後は定期
的な見直しを行い、来庁
者の待ち時間の短縮を
図り、市民サービスの向
上に努めます。

②引き続き、視覚障がい
者に向けたユニボイス付
き案内の拡充に努めま
す。

①事務・業務の効率化及びサービスの向上の
ため、新たな窓口発券機の導入を検討して2
月に運用開始しました。効率的な運用方法の
検討を行い、待ち時間短縮や円滑なご案内
等サービスの向上に繋げることができました。

②サービスガイドブック、条例の紹介冊子、封
筒にユニボイス付き案内、受給者証の送付文
の４件についてユニボイスを導入しました。ま
た、新年度に発送する通知についても導入に
向けて準備をしました。

①導入済み

②4件
B

B:当初の
目標を上
回る成果
が上がっ
たためで
す。

ユニボイスは印刷コ
ストがかかるため、
対象となる視覚障
がい者への通知を
抽出する等、効率
的・効果的な導入
方法を工夫して取
組を継続していきま
す。

①大学教授や精神科医等を講師と
して相談支援や医療連携、バリアフ
リーの住宅改修などの実務に役立
つ業務研修会を4回開催しました。

②重層的な支援が必要な困難事
例など各障がい者支援センターが
実際に対応した事例の検討会を7
回開催しました。また、これまでに
蓄積した事例検討の知見を各障が
い者支援センターでの相談支援に
生かし、支援力の向上に努めまし
た。

③緊急時の相談や対応などを行う
地域生活支援拠点として指定を受
けた市内8か所の計画相談事業所
を対象に、各障がい者支援セン
ターと合同で地域生活支援拠点連
絡会を1回開催しました。連絡会で
は、困難事例から課題を抽出し、地
域の様々な支援機関が連携し、課
題解消に向けた支援体制を構築し
ていくことについて情報共有を行い
ました。

①補装具や各種手当な
どをテーマとして業務研
修会を2回開催します。

②各障がい者支援セン
ターが実際に対応した事
例の検討会を7回開催し
ます。また、連絡会で検
討した事例について各
障がい者支援センター
内で情報の共有化を図
り、さらなる支援力の向
上に努めます。

③短期入所事業所を対
象とした地域生活支援拠
点連絡会を開催し、緊急
時の円滑な受け入れ体
制の構築、受け入れ後
の支援体制等について
情報の共有や意見交換
を行います。

①業務研修会を6回開催しました。研修を通じ
て、障がい福祉サービスに関する知識や、関
係機関との連携について学び、障がい者支
援センターのサービス品質の向上を図りまし
た。
補装具や医療連携研修のアンケートでは、今
後の業務に活用できるという項目で「大変でき
る」、「できる」の回答の割合が100％になるな
ど、高い評価を得ることができました。

②各障がい者支援センターが実際に対応し
た事例の検討会を14回開催しました。また、
障がい者支援センター内で、これまでに蓄積
した検討事例及び支援策の情報を共有し、支
援力の向上を図りました。

③計画相談事業所、短期入所事業所を対象
に障がい者支援センターと合同で地域生活
支援拠点連絡会を2回開催しました。連絡会
では、外部講師を招いて講義を実施し、緊急
時の支援体制の構築について学んだほか、
情報の共有や意見交換を行い、緊急時に備
えた関係機関との連携の強化に取り組みまし
た。

①6回

②14回

③2回


